埼玉西部消防組合前金払に関する要綱
（総則）
第１条　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）附則第７条の規定による前金払については、別に定めるものを除くほか、この要綱の定めるところによる。
[bookmark: j2][bookmark: j2_k1]（対象となるもの）
第２条　管理者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第１項の規定による公共工事で、１件の請負代金の額が５００万円以上のものに対し、前金払をすることができる。
（金額）
第３条　前金払をすることができる金額は、請負代金の額の１０分の４以内の額とする。ただし、１億円を超えることができない。
２　管理者は、財政上支障があると認めた場合には、前項の規定にかかわらず特別の定めをすることができる。
（継続費等に基づく場合の取扱い）
第４条　継続費に基づく２年以上にわたる契約の前金払は、当該継続費の各年度の年割額に相当する部分の金額に対して行うことができる。
２　繰越明許費に基づく翌年度にわたる契約の前金払は、契約締結当初の請負代金の額に対して行うことができる。
　（前金払の増減）
第５条　前金払をした後において、工事の変更等の理由により請負代金に増減を生じた場合に、管理者が必要と認めたときは、第３条第１項の規定に準じて増減することができる。
[bookmark: j11][bookmark: j11_k1][bookmark: j13_k2][bookmark: f1]附　則
[bookmark: f1_j0_k1][bookmark: _GoBack]　この告示は、平成２７年９月１０日から施行する。
